
   第 １０３ 号
   令和７年８月２２日

   水戸市笠原町 978番 26

   茨城県市町村会館内

   茨城県市町村総合事務組合

   電話 029(301)1241

目     次

条   例

職員の勤務時間に関する条例及び

職員の休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例…………………………１頁

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例………………………………４頁

告    示

議長の選挙結果……………………………………………………………………………６頁

令和７年度決算……………………………………………………………………………７頁



 

  

  



 

 

職員の勤務時間に関する条例及び職員の休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例を 

ここに公布する。 

 

令和７年８月６日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 

 

組合条例第９号 

職員の勤務時間に関する条例及び職員の休日及び休暇に 

関する条例の一部を改正する条例 

 （職員の勤務時間に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の勤務時間に関する条例（平成 19 年組合条例第８号）の一部を次のように改正す

る。 

第８条の３を第８条の４とし，第８条の２を第８条の３とし，第８条の次に次の１条を加える。  

   （妊娠，出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

 第８条の２ 組合長は，職員の育児休業等に関する条例（平成４年組合条例第３号）第 24 条

第１項の規定による申出をした職員（以下この項において「申出職員」という。）に対して，

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（職員の勤務時間に関するもの

に限る。次号において「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるた

めの措置 

⑵ 出生時両立支援制度等の請求，申告又は申出に係る申出職員の意向を確認するための

措置 

⑶ 職員の育児休業等に関する条例第 24条第１項の規定による申出に係る子の心身の状

況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し，

又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に

資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置（職員の勤務時間に関するもの

に限る。） 

 ２ 組合長は，３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」とい

う。）に対して，規則で定める期間内に，次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（職員の勤務時間に関するもの

に限る。次号において「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるた

めの措置 

- 1 -



 

 

  ⑵ 育児期両立支援制度等の請求，申告又は申出に係る対象職員の意向を確認するための

措置 

  ⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況に

起因して発生し，又は発生することが予想される職業生活と家庭生活の両立の支障とな

る事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置（職員の勤務時

間に関するものに限る。） 

 ３ 組合長は，第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱いに当

たつては，当該意向に配慮しなければならない。 

（職員の休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の休日及び休暇に関する条例（昭和 50年組合条例第９号）の一部を次のように改

正する。 

  第７条の次に次の１条を加える。 

   （妊娠，出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

 第７条の２ 組合長は，職員の育児休業等に関する条例（平成４年組合条例第３号）第 24条

第１項の規定による申出をした職員（以下この項において「申出職員」という。）に対し

て，次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（職員の休暇に関するものに限

る。次号において「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための

措置 

  ⑵ 出生時両立支援制度等の請求，申告又は申出に係る申出職員の意向を確認するための

措置 

  ⑶ 職員の育児休業等に関する条例第 24条第１項の規定による申出に係る子の心身の状況

又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し，又

は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資

する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置（職員の休暇に関するものに限

る。） 

 ２ 組合長は，３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」とい

う。）に対して，規則で定める期間内に，次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（職員の休暇に関するものに限

る。次号において「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための

措置 

  ⑵ 育児期両立支援制度等の請求，申告又は申出に係る対象職員の意向を確認するための

措置 

  ⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況に

起因して発生し，又は発生することが予想される職業生活と家庭生活の両立の支障とな

る事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置（職員の休暇に

関するものに限る。） 
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 ３ 組合長は，第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱いに当

たつては，当該意向に配慮しなければならない。 

   附 則 

１ この条例は，令和７年 10月１日から施行する。ただし，次項及び附則第３項の規定は，公

布の日から施行する。 

 （職員の勤務時間に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 組合長は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても，第１条の規定

による改正後の職員の勤務時間に関する条例第８条の２第２項の規定の例により，同項各号

に掲げる措置を講じることができる。この場合において，その講じられた措置は，施行日以

後は，同項の規定により講じられたものとみなす。 

 （職員の休日及び休暇に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 組合長は，施行日前においても，第２条の規定による改正後の職員の休日及び休暇に関す

る条例第７条の２第２項の規定の例により，同項各号に掲げる措置を講じることができる。

前項後段の規定は，この場合について準用する。 
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職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和７年８月６日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 

 

組合条例第 10号 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 
 職員の育児休業等に関する条例（平成４年組合条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第５条第２項」の次に「（育児休業法第 12条において準用する場合を含む。）」

を加え，「及び第２項の」を「から第３項まで及び第５項の」に改める。 

 第 16条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削る。 

 第 17条の見出しを「（第１号部分休業の承認）」に改め，同条第１項中「部分休業（育児休

業法第 19条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ」を「育児休業法第 19条第２項第１号

に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という」に

改め，「，正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて」を削り，同条第２項及び第３項中「部分

休業」を「第１号部分休業」に改める。 

 第 18条及び第 19条を次のように改める。 

 （第２号部分休業の承認） 

第 18条 育児休業法第 19条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分

休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は，１時間を単位として行うものとする。た

だし，次の各号に掲げる場合にあっては，当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認す

ることができる。 

 ⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって，当該勤務

時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

 ⑵ 第２号部分休業の残時間数（第 20条各号に掲げる職員の区分に応じ，当該各号に定める

時間数から育児休業法第 19条第１項の規定により既に承認された時間数を差し引いた時間

数をいう。以下同じ。）に１時間未満の端数がある場合であって，当該残時間数の全てにつ

いて承認の請求があったとき 当該残時間数 

 （育児休業法第 19条第２項の条例で定める１年の期間） 

第 19条 育児休業法第 19条第２項の条例で定める１年の期間は，毎年４月１日から翌年３月

31日までとする。 
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 第 22条を第 26条とし，第 21条を第 25条とし，第 20条を第 24条とし，第 19条の次に次の

４条を加える。 

 （育児休業法第 19条第２項第２号の条例で定める時間） 

第 20条 育児休業法第 19条第２項第２号の条例で定める時間は，次の各号に掲げる職員の区分

に応じ，当該各号に定める時間とする。 

 ⑴ 非常勤職員以外の職員 77時間 30分 

 ⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に 10を乗じて得た時間 

 （育児休業法第 19条第３項の条例で定める特別の事情） 

第 21条 育児休業法第 19条第３項の条例で定める特別の事情は，配偶者が負傷又は疾病により

入院したこと，配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定による申出時に予測すること

ができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定による変更をしなければ同項の職員

の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると組合長が認める事情とす

る。 

 （部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第 22条 職員が育児休業法第 19条第１項に規定する部分休業の承認を受けて勤務しない場合に

は，給与条例第 14条の規定にかかわらず，その勤務をしない１時間につき，当該勤務１時間

当たりの給与額を減額して支給する。 

２ 前項に規定する勤務１時間当たりの給与額の算出については，給与条例第 17条の規定を準

用する。 

 （部分休業の承認の取消事由） 

第 23条 育児休業法第 19条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例で定める事

由は，職員が育児休業法第 19条第３項の変更をしたときとする。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年 10月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日から令和８年３月31日までの間に地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成３年法律第110号）第19条第１項の規定による部分休業（同項に規定する部分休業をい

う。）の承認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の職員の育児休業等に関する条

例第20条の規定の適用については、同条第１号中「77時間30分」とあるのは 「38時間45分」

と、同条第２号中「10」とあるのは「５」とする。 
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茨総告示第17号  

 

 組合規約第９条第１項の規定により、８月６日、議長の選挙を行った結果、次の者が当選

した。  

 

令和７年８月 18日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 
 

記 

 

議会議長    倉 持   功（境町議会議長） 
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茨総告示第18号  

 

令和６年度決算の要領は、次のとおりである。 

 

令和７年８月 18日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 
 

記 

 

１ 令和６年度茨城県市町村総合事務組合一般会計決算 

２ 令和６年度茨城県市町村総合事務組合県民交通災害共済事業特別会計決算 

 

- 7 -



 

- 2 -  

令和６年度 茨城県市町村総合 

歳   

 

款 項 予算現額 調定額 

１ 負 担 金 
 

16,305,710,000 16,303,033,523 

 
１ 退 職 手 当 負 担 金 16,218,780,000 16,215,045,593 

２ 消防公務災害補償負担金 43,630,000 42,388,070 

３ 消防賞じゅつ金負担金 22,690,000 22,159,170 

４ 非常勤職員公務災害補償負担金  20,610,000 23,440,690 

２ 使用料及び 

手 数 料 

 
193,120,000 189,115,109 

１ 使 用 料 193,120,000 189,115,109 

３ 財 産 収 入 
 

40,090,000 39,912,472 

１ 財 産 運 用 収 入 40,090,000 39,912,472 

４ 繰 入 金 
 

221,853,000 164,346,755 

１ 特 別 会 計 繰 入 金 10,850,000 9,346,755 

２ 基 金 繰 入 金 211,003,000 155,000,000 

５ 繰 越 金 
 

20,000,000 20,281,171 

１ 繰 越 金 20,000,000 20,281,171 

６ 諸 収 入 
 

10,327,000 8,270,971 

 
１ 延滞金・加算金及び過料 1,000 0 

２ 預 金 利 子 1,720,000 1,634,616 

３ 雑 入 8,606,000 6,636,355 

歳  入  合  計 16,791,100,000 16,724,960,001 

円 円 
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事務組合一般会計歳入歳出決算書 

入 

 

収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と収入 
済額との比較 

16,303,033,523 0 0 △ 2,676,477 

16,215,045,593 0 0 △ 3,734,407 

42,388,070 0 0 △ 1,241,930 

22,159,170 0 0 △ 530,830 

23,440,690 0 0 2,830,690 

189,115,109 0 0 △ 4,004,891 

189,115,109 0 0 △ 4,004,891 

39,912,472 0 0 △ 177,528 

39,912,472 0 0 △ 177,528 

164,346,755 0 0 △ 57,506,245 

9,346,755 0 0 △ 1,503,245 

155,000,000 0 0 △ 56,003,000 

20,281,171 0 0 281,171 

20,281,171 0 0 281,171 

8,270,971 0 0 △ 2,056,029 

0 0 0 △ 1,000 

1,634,616 0 0 △ 85,384 

6,636,355 0 0 △ 1,969,645 

16,724,960,001 0 0 △ 66,139,999 
  

円 円 円 円 
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歳   

 

 

 

 
歳 入 歳 出 差 引 残 金 

翌 年 度 繰 越 金 

 

  

款 項 予算現額 

１ 議 会 費 
 

1,230,000 

１ 議 会 費 1,230,000 

２ 総 務 費 
 

174,830,000 

１ 総 務 管 理 費 174,730,000 

２ 監 査 委 員 費 100,000 

３ 事 業 費 
 

13,316,320,000 

 
１ 退 職 手 当 給 付 費 12,923,480,000 

２ 消 防 公 務 災 害 補 償 費 25,030,000 

３ 消 防 賞 じ ゅ つ 金 700,000 

４ 非常勤職員公務災害補償費 16,680,000 

５ 会 館 管 理 費 350,430,000 

４ 積 立 金 
 

3,277,000,000 

１ 積 立 金 3,277,000,000 

５ 諸 支 出 金 
 

1,000 

１ 諸 支 出 金 1,000 

６ 予 備 費 
 

21,719,000 

１ 予 備 費 21,719,000 

歳  出  合  計 16,791,100,000 

円 
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  出 

 

 

 

 
20,900,716 円 

20,900,716 円  

支出済額 翌年度繰越額 不用額 
予算現額と支出 
済額との比較 

947,038 0 282,962 282,962 

947,038 0 282,962 282,962 

158,011,365 0 16,818,635 16,818,635 

157,927,633 0 16,802,367 16,802,367 

83,732 0 16,268 16,268 

13,268,100,882 0 48,219,118 48,219,118 

12,922,835,291 0 644,709 644,709 

24,466,113 0 563,887 563,887 

0 0 700,000 700,000 

15,571,549 0 1,108,451 1,108,451 

305,227,929 0 45,202,071 45,202,071 

3,277,000,000 0 0 0 

3,277,000,000 0 0 0 

0 0 1,000 1,000 

0 0 1,000 1,000 

0 0 21,719,000 21,719,000 

0 0 21,719,000 21,719,000 

16,704,059,285 0 87,040,715 87,040,715 

円 円 円 円 
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令和６年度 茨城県市町村総合事務組合県民 

歳   

 

款 項 予算現額 調定額 

１ 会   費 
 

78,700,000 64,699,950 

１ 会 費 78,700,000 64,699,950 

２ 財 産 収 入 
 

30,000 30,083 

１ 財 産 運 用 収 入 30,000 30,083 

３ 繰 入 金 
 

26,870,000 12,500,000 

１ 基 金 繰 入 金 26,870,000 12,500,000 

４ 繰 越 金 
 

1,000,000 630,476 

１ 繰 越 金 1,000,000 630,476 

５ 諸 収 入 
 

20,000 13,090 

１ 預 金 利 子 10,000 13,090 

２ 雑 入 10,000 0 

歳  入  合  計 106,620,000 77,873,599 

円 円 
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交通災害共済事業特別会計歳入歳出決算書 

入 

 

収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と収入 
済額との比較 

64,699,950  0  0 △ 14,000,050 

64,699,950 0 0 △ 14,000,050 

30,083 0 0 83 

30,083 0 0 83 

12,500,000 0 0 △ 14,370,000 

12,500,000 0 0 △ 14,370,000 

630,476 0 0 △ 369,524 

630,476 0 0 △ 369,524 

13,090 0 0 △ 6,910 

13,090 0 0 3,090 

0 0 0 △ 10,000 

77,873,599 0 0 △ 28,746,401 
  

円 
円 円 円 
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歳   

  

 

 
歳 入 歳 出 差 引 残 金 

翌 年 度 繰 越 金 

  

款 項 予算現額 

１ 総 務 費 
 

 20,330,000 

１ 総 務 管 理 費 20,170,000 

２ 審 査 会 費 160,000 

２ 共 済 事 業 費 
 

85,280,000 

１ 共 済 事 業 費 85,280,000 

３ 積 立 金 
 

10,000 

１ 積 立 金 10,000 

４ 予 備 費 
 

1,000,000 

１ 予 備 費 1,000,000 

歳  出  合  計 106,620,000 

円 
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出 

 

支出済額 翌年度繰越額 不用額 
予算現額と支出 
済額との比較 

17,769,838  0 2,560,162 2,560,162 

17,769,838 0 2,400,162 2,400,162 

0 0 160,000 160,000 

59,444,680 0 25,835,320 25,835,320 

59,444,680 0 25,835,320 25,835,320 

0 0 10,000 10,000 

0 0 10,000 10,000 

0 0 1,000,000 1,000,000 

0 0 1,000,000 1,000,000 

77,214,518 0 29,405,482 29,405,482 

 

 
659,081 円 

659,081 円 

 

円 円 円 円 
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